[image: image1.jpg]



　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　





[image: image2.png]



道の企業全体を考えて行くには、第１次産業を中心に第２次産業・第３次産業を発展させていかなければならない。資源の豊富な北海道は可能性がたくさんある。このことを進めていくことが『強い経済、強い北海道』を創ることにつながる」と強調しました。

また、「小泉改革により絶望の社会になった。よろこびのある希望の社会に変えていくことが、民主党の課題である。地域のことは地域でできる政治をめざす。北海道全体が良くなることが、日本が良くなることにつながる」と訴えました。

【自治労北海道ホームページ＝単組・組合員専用ページより】









	総務省は今年度の地方交付税の算定で、市町村の段階補正を見直し、小規模自治体への交付税を増額する方針を固めました。参院選挙後に正式に決定します。

小規模自治体については、住民１人当たりの行政コストが割高になることを踏まえ、人口10万人未満の基準財政需要額を割り増す「段階補正」を行っていますが、これまでは自公政権と財務省からの「地方自治体の合理化を進める」といった方針の下、過去に２度割増率を圧縮した経緯があります。

今回の算定では、このうち2002～2004年度に行った総額２千億円程度の割増率引き下げ措置を見直して一部を復元。また、「人口が急激に減った自治体は人件費など経常経費の削減が追いつかない」といったことから同規模の団体より需要額を割増す「人口急減補正」も見直します。段階補正で約700億円、急減
	
	
	補正で約200億円程度を増額します。

自公政権による「三位一体改革」で小規模自治体ほど、深刻な影響を受けました。このため、自治労は、民主党中心の政権に自治体への交付税の増額を求めてきました。　

今回の段階補正の見直しは、民主党を中心とする政権の意向によるものです。まさに政権交代の成果が具体化してきたといえます。

このほかにも、特別加算する経費の配分を都道府県より市町村に手厚くすることから、景気悪化や人口減少などで疲弊した自治体は財政の深刻な悪化に歯止めがかかります。

自治労が要求してきた小規模自治体への交付税増額の実現は、まさに政権交代の成果です。民主党中心の政権基盤を固めることで、地方重視の政策をさらに進めることができます。このためにも、「藤川」、「えさき」当選に向け、全力をつくしましょう。


	


参議院選挙もいよいよ終盤　　2010.7.6

	参議院選挙もいよいよ終盤となりました。各候補者は懸命な訴えを展開しています。私達の支持する候補者の圧倒的勝利を!!
　この間、選挙戦で毎日が超多忙、明年に迫った統一地方選挙を意識しながら改めて広いオホーツク管内を実感しながら走り廻っています。
さて、今年の４月にオホーツク農業の確立を目指して「オホーツク農業・農村懇話会」を民主党の責任のもと設立をして農業６団体プラス民主党オホーツクで明年から始まる「畑作物戸別所得補償制度への提言書」づくりに議論を重ね、佐々木・舟山両農林水産大
	
	
	臣・政務官や道庁・北海道農政事務所の協力を得てようやく6月26日最終的にまとめることが出来ました。
今後はこの提言書の基本的な考え方であるオホーツク畑作農業が最大限の潜在能力を発揮できる「接続可能な畑作農業に向けた政策の確立」を目指し、この参議選が終わったらただちに国へ向けて積極的な行動を展開する予定です。
　これからも多くの関係者の方々に御世話になると思いますが全力で頑張りますので御支援よろしくお願いいたします。
【日下太朗ＨＰから】

	















































































































































自治体現場をわかっている２人です！








７月６日、札幌市で民主党マニフェスト説明会～藤川まさしの個人演説会が開かれました。


藤川まさし候補は、「市役所に２１年勤務し、経済局や観光部を経験した。その後、市会議員を７年務めた。地域経済をしっかりしていかなければならないと実感している。特に、中小企業の皆さんが地域経済を支えている。将来を見据えて働ける地域づくりには、政治と行政の役割は大きい」と述べ、「中小企業の現状は厳しいが、反面、可能性もある。北海











